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監査公表第６号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づき、次のとおり

松林俊治外６名の請求に係る監査を執行したので、同項の規定により、その結果を公表し

ます。 

令和３年７月２０日 

山口県監査委員  小 田 正 幸 

同        河 村 邦 彦 

第１ 監査の請求 

山口市吉敷中東一丁目９番１１号 松林俊治外６名から次のとおり監査の請求があっ

た。（請求人は別紙のとおり）  

山口県職員に関する措置請求の要旨 

令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に開催された議会又は委員会の出席

日数に応じて議長、副議長及び議会運営委員長に支給された招集旅費のうち、公用車によ

る自宅送迎が行われた日に係る９１０，３５０円は山口県議会議員の議員報酬、費用弁償

及び期末手当に関する条例（昭和３１年山口県条例第４１号）第３条第４項に違反した支

給であるため、議長、副議長及び議会運営委員長に対して、過払いした同金額の返還を求

めるよう山口県知事 村岡嗣政氏へ請求する。 

あわせて、地方自治法第２５２条の４３第１項の規定により、監査委員の監査に代えて

個別外部監査契約に基づく監査によることを求める。 

第２ 監査の結果 

上記の監査請求について監査した結果を次のとおり請求人宛てに通知した。 

令 ３ 山 監 査 第 ３ ８ 号  

令和３年 (2021年 )７月２０日 

松 林 俊 治 外６名 様  

山口県監査委員 

山口県職員措置請求について（通知） 

  令和３年５月２６日に請求のありましたこのことについて、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号。以下「法」という。）第２４２条第５項の規定に基づき、監査を執行しまし

たので、同項の規定により、その結果を下記のとおり通知します。 

記 
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１ 請求の受付 

  令和３年５月２６日に、法第２４２条第１項の規定に基づく山口県職員措置請求書が、

松林俊治外６名（以下「請求人」という。）から提出された。 

２ 監査委員の除斥 

  本件請求の対象事項が、山口県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する

条例（昭和３１年山口県条例第４１号。以下「議員報酬条例」という。）第３条第４項

に規定する議員が招集に応じて議会又は委員会に出席した場合における費用弁償（以下

「招集旅費」という。）に関するものであり、この招集旅費が全ての議員に対して支給

されることから、議員のうちから選任された監査委員（以下「議選委員」という。）で

ある上岡康彦氏及び平岡望氏は、法第１９９条の２の規定の趣旨に照らし、監査に加わ

らなかった。 

３ 請求の受理 

  本件請求については、所定の形式的要件を具備していると認め、令和３年６月３日に

請求を受理した。 

４ 個別外部監査契約に基づく監査を行わなかった理由 

 請求人は、本件請求は議長、副議長及び議会運営委員長（以下「議長等」という。）

に関する案件であるため、議選委員が参加する監査委員による監査では適正な審議が行

われないおそれがあるとして、監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査

によることを求める。 

しかしながら、２で述べたとおり、議選委員は除斥されており、他に監査委員による

監査が困難であると判断する理由もないことから、個別外部監査契約に基づく監査は行

わないこととした。 

５ 監査の実施 

 (1) 陳述の要旨 

   請求人に対し、法第２４２条第７項の規定に基づき、令和３年６月９日に証拠の提

出及び陳述の機会を与えたところ、請求人から陳述が行われた。あわせて、新たに事

実を証する書面（以下「事実証明書」という。）の提出があった。 

   陳述の要旨は、次のとおりである。 

  ア 招集旅費は、議員が公務のために旅行したときに発生した自家用車や公共交通機

関利用に伴う費用を弁償するものであるにもかかわらず、議長等について公用車に
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よる自宅送迎が行われ、費用が発生していない場合に招集旅費を支給するのは、議

員報酬条例に違反し、違法な財政行為である。 

  イ 議員報酬条例第３条第５項の規定に基づき、一般職の職員等の旅費に関する条例

（昭和２９年山口県条例第６０号。以下「職員旅費条例」という。）第３２条の適

用を受ける職員の旅費支給の例により、公用車による自宅送迎が行われた場合には

招集旅費を支給すべきでないにもかかわらず、議長等に招集旅費を支給したことは

議員報酬条例に違反する。 

  ウ 本件請求に係る事案は、令和２年に貴賓車購入に関する情報公開を頻繁に行う中

で請求人が知り得たものであり、県民が通常の注意力では気付きにくい事案である

ため、１年を若干経過しているものについても請求している。 

  エ 招集地と議員の居所との間の交通費に関して、民間では、使った実費のみを請求

するのが旅費勘定の常識である。 

オ 公用車の運転記録を精査すると、議会運営委員長が招集地から居所までの間を２

往復した場合に、公用車の運転日誌に走行キロ数が約８０キロメートルと記載され

ているものが見受けられる。議会運営委員長は、招集地から居所までの距離が２５

キロメートル未満であるにもかかわらず、その距離の申告登録が不正確であり、２

５キロメートル以上５０キロメートル未満の場合の招集旅費を受け取っている。 

 (2) 請求の趣旨 

     請求書、事実証明書その他請求人が提出した書面及び請求人が陳述した内容に基づ

き、請求の趣旨を次のように解した。 

  ア 招集旅費は、議員が公務のために旅行したときに発生した自家用車や公共交通機

関利用に伴う費用を弁償するものであるにもかかわらず、議長等に対して、公用車

による自宅送迎が行われた日について、議長等に招集に応じる費用が発生していな

い場合に招集旅費の全額を支給するのは、議員報酬条例に違反し、違法な財政行為

である。 

  イ  議員報酬条例第３条第５項の規定に基づき、職員旅費条例第３２条の適用を受け

る職員の旅費支給の例により、公用車による自宅送迎が行われた場合には招集旅費

を支給すべきでないにもかかわらず、議長等に招集旅費を支給したことは議員報酬

条例に違反する。 

  ウ 公用車の運転記録を精査すると、議会運営委員長が招集地から居所までの間を２
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往復した場合に、公用車の運転日誌に走行キロ数が約８０キロメートルと記載され

ているものが見受けられる。議会運営委員長は、招集地から居所までの距離が２５

キロメートル未満であるにもかかわらず、その距離の申告登録が不正確であり、２

５キロメートル以上５０キロメートル未満の場合の招集旅費を受け取っている。 

エ 以上のことから、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に開催され

た議会又は委員会への出席日数に応じて議長等に支給された招集旅費のうち、公用

車による自宅送迎が行われた日に係る９１０，３５０円は議員報酬条例に違反した

支給であるため、議長等に対して、過払いした同金額の返還を求めるよう山口県知

事 村岡嗣政氏へ請求する。 

(3) 監査の対象事項 

  請求の趣旨を前述のように解し、監査の対象事項を次の項目とした。 

   ア 招集旅費の支給制度について 

    招集旅費の内容及び支給について、どのように議員報酬条例等に規定され、及び

運用されているのか。 

  イ 招集旅費の支給事務について 

    令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に開催された議会又は委員会

に係る招集旅費のうち、議長等に支給されたものについて、その支給事務が議員報

酬条例等に基づき適正に行われているか。 

(4) 監査の実施 

  招集旅費の支給事務を所管する山口県議会事務局総務課を対象として監査を実施し

た結果、県の主張及び確認された事実は、次のとおりである。 

  ア 招集旅費の支給制度について 

   (ｱ) 県の主張 

    ａ 招集旅費は、議員が招集に応じて議会又は委員会に出席するために必要な費

用を弁償するものであり、交通費だけでなく、宿泊料や議案の調査、連絡調整

等、多様な議員活動を展開するために必要な通信費その他諸雑費が含まれる。 

      ｂ 招集旅費の額は、招集地から議員の居所までの距離に応じて３段階に区分さ

れ、それぞれの区分に応じて一律の単価が定められており、この単価に議会又

は委員会への出席日数を乗じて得た額が招集旅費として支給される。 

ｃ 招集旅費の支給事由は、議会又は委員会に出席したことのみであり、また、
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交通費、宿泊料、通信費その他諸雑費について実際に費消した額の多寡にかか

わらず、出席日数に応じて一定の額が支給される。 

d  aから cまでのような定額方式を採用している理由は、支給事務の煩雑化を

避け、速やかに費用弁償を行うためであり、他県においても本県と同様に定額

方式を採用している事例がある。 

e   本件請求と同様に、区議会の議長が議会等に出席するに際して公用車を利用

した場合に、定額方式による費用弁償として日額旅費の支給を受けたことが、

交通費の二重支給であり違法であるかが争われた事案に関して、裁判例では、

「費用の弁償の方式としては、あらかじめ一定の事由又は場合を定め、それに

該当するときに一定額を費用として弁償することとし、各個別の場合に実際に

費消した費用がその額より多くとも少なくともそのような個別の事情は考慮し

ないこととする方式（定額方式）も考えられるところであり」、法第２０３条

第４項の「費用弁償の方法としてこれを採用することが許されるものと解すべ

きである」と示されている（昭和６３年１０月２５日東京地方裁判所判決）こ

とから、本県が議員報酬条例に基づき招集旅費を支給したことに問題はない。 

     (ｲ)  確認された事実 

    ａ 法第２０３条第２項の規定によれば、議員は、職務を行うため要する費用の

弁償を受けることができるとされ、また、同条第４項の規定によれば、費用弁

償の額及びその支給方法は、条例でこれを定めなければならないとされてい

る。 

           費用弁償の額及びその支給方法には、費用を要した都度その実費を計算して

これを支給する「実額方式」と、あらかじめ一定の事由を定め、それに該当す

るときは一定の額を費用として弁償することとし、各個別の場合に実際に費消

した額の多寡にかかわらず、個別の事情を考慮しないとする「定額方式」があ

るが、次の bから dまでのとおり、本県では、招集旅費に関し、議員報酬条例

において定額方式により必要な事項を定めている。 

ｂ 議員報酬条例第３条第４項の規定によれば、議員が招集に応じて議会又は委

員会に出席した場合における費用弁償の額は、別表第二の招集旅費の欄に掲げ

る額に出席日数を乗じて得た額とするとされている。 

ｃ 議員報酬条例別表第二の招集旅費の欄において、(a)招集地から２５キロメ
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ートル未満の地に居住する議員については６，４００円、(b)招集地から２５

キロメートル以上５０キロメートル未満の地に居住する議員については１０，

３００円及び(c)招集地から５０キロメートル以上の地に居住する議員につい

ては１３，６００円と規定されている。 

d 議員報酬条例において招集旅費が支給される事由は、議会又は委員会に出席

したことのみであり、公用車を利用した場合には招集旅費を支給しないとする

等の規定は存在しない。 

また、交通費、宿泊料、通信費その他諸雑費について実際に費消した額の多

寡にかかわらず、出席日数に応じて一定の額が支給される。 

e 他県においても、本県と同様に定額方式を採用している事例が認められる。 

イ 招集旅費の支給事務について 

    (ｱ)  県の主張 

    ａ 招集地から議員の居所までの距離については、議会が定めた「招集旅費支給

事務の取扱要領」（以下「取扱要領」という。）に基づき、電子地図を用いて

計測した距離をもって判定しており、議員本人からの申告距離での判定は行っ

ていない。 

b 議会運営委員長について、電子地図を用いて計測した招集地から居所までの

距離は、２６．８キロメートルであることから、２５キロメートル以上５０キ

ロメートル未満の場合の招集旅費を支給することに誤りはない。なお、請求人

は、議会運営委員長が招集地から居所までの間を２往復した場合に、公用車の

運転日誌に走行キロ数が約８０キロメートルと記載されていると主張するが、

これは、招集地と居所の間に所在する議会運営委員長の個人事務所までの間を

公用車で送迎した場合の距離であり、招集旅費については、議員報酬条例の規

定どおり招集地から居所までの距離に基づき支給されていることから、支給事

務に誤りはない。 

c 議会又は委員会への出席については、取扱要領に基づき、出席確認表に記録

することとされていることから、この出席確認表により出席日数を確認してい

る。 

d 法第２０３条第４項の規定によれば、費用弁償の額及びその支給方法は、条

例でこれを定めなければならないとされ、本県では、議員報酬条例において、
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招集旅費の支給については定額方式としており、実際に費消した額に基づき精

算することは定められていない。したがって、公用車による自宅送迎の場合の

招集旅費の支給について、議員報酬条例第３条第５項の規定による職員旅費条

例第３２条の適用を受ける職員の旅費支給の例により招集旅費の減額調整を行

う余地はない。 

     (ｲ)  確認された事実 

    ａ 令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に開催された議会又は委

員会に係る招集旅費のうち、次に掲げるものを除き、その支給日から１年以内

に請求が行われていた。 

(a) 令和２年４月２４日開催の議会運営委員会 

(b) 令和２年４月３０日開催の４月臨時会 

    b  aの(a)及び(b)に係る招集旅費の支給日は、いずれも令和２年５月１５日で

ある。 

c  令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に開催された議会又は委

員会（aの(a)及び(b)を除く。）に招集に応じて議長等が出席した日数の合計

は１２０日、それに係る招集旅費の支給額の合計額は１，３６８，０００円で

あり、a の(a)及び(b)に係る招集に応じて議長等が出席した日数の合計は６

日、それに係る招集旅費の支給額の合計額は６８，４００円である。 

  なお、請求人が過払いであると主張する９１０，３５０円のうち、８５５，

５５０円は１，３６８，０００円の内数、５４，８００円は６８，４００円の

内数で、請求人が独自の方法で算出した金額である。 

d  c の招集旅費の支給事務は、議員報酬条例、取扱要領及び山口県会計規則

（昭和３９年山口県規則第５４号）に基づき、適正に行われていた。 

６ 判断 

５の(2)「請求の趣旨」、５の(3)「監査の対象事項」及び５の(4)「監査の実施」を踏

まえ、次のとおり判断する。 

(1) 請求人は、招集旅費に関して実額方式によるべきであるという前提で、公用車によ

る自宅送迎で費用が生じていない場合に費用弁償することは議員報酬条例に違反する

と主張する。 

このことについて、まず、議員報酬条例が招集旅費に関して定額方式を採用してい



8 

 

ることに関して、判例によれば、「あらかじめ費用弁償の支給事由を定め、それに該

当するときには、実際に費消した額の多寡にかかわらず、標準的な実費である一定の

額を支給することとする取扱いをすることも許されると解すべきであり、そして、こ

の場合、いかなる事由を費用弁償の支給事由として定めるか、また、標準的な実費で

ある一定の額をいくらとするかについては、費用弁償に関する条例を定める当該普通

地方公共団体の議会の裁量判断にゆだねられていると解するのが相当である」と示さ

れている。（平成２年１２月２１日最高裁判所判決） 

この判例を踏まえれば、議員報酬条例が招集旅費に関して定額方式を採用している

のは、支給事務の煩雑化を避け、速やかに費用弁償を行うためであること、及び他県

においても本県と同様に定額方式を採用している事例が認められること、また、他の

裁判例では、議長が議会等に出席するに当たり公用車を利用した場合に定額方式によ

る費用弁償として日額旅費の支給を受けたことについて、違法ではないと示されてい

る（昭和６３年１０月２５日東京地方裁判所判決及び平成元年３月２８日東京高等裁

判所判決）ことから、議員報酬条例が招集旅費に関して定額方式を採用していること

が不合理であって議会の裁量権を逸脱又は濫用したものであるということはできな

い。 

次に、公用車による自宅送迎が行われた場合の招集旅費の支給について、議員報酬

条例は定額方式を採用しており、実際に費消した額に基づき精算することは定められ

ていないことから、議員報酬条例第３条第５項の規定に基づき、職員旅費条例第３２

条の適用を受ける職員の旅費支給の例により招集旅費を減額調整する余地はない。 

したがって、公用車による自宅送迎が行われたか否かにかかわらず、議会又は委員

会の出席日数に応じて招集旅費を支給することが議員報酬条例に違反するとは認めら

れない。 

なお、招集旅費の支給事務の処理状況を監査したところ、議員報酬条例の規定に従

い適正に行われていることが認められた。 

 (2) 議会運営委員長の招集地から居所までの距離について、電子地図を用いて適正に測

定されており、この点に関して招集旅費の支給事務に誤りは認められず、それ以外の

点に関しても議員報酬条例、取扱要領及び山口県会計規則に基づき、議長等に対する

招集旅費の支給事務は適正に行われており、議員報酬条例等に違反する事実は認めら

れなかった。 



9 

 

(3) 本件請求のうち、①令和２年４月２４日開催の議会運営委員会及び②同月３０日開

催の４月臨時会に関する招集旅費の議長等への支給に係るものが、その支給日から１

年以上経過して行われているが、法第２４２条第２項の規定によれば、違法又は不当

な公金の支出があった日又は終わった日から１年を経過したときは、正当な理由があ

る場合を除き、住民監査請求をすることができないとされている。 

この「正当な理由」については、判例によれば、「当該行為が秘密裡にされた場

合」又は「住民が相当の注意力をもって調査を尽くしても客観的にみて監査請求をす

るに足りる程度に当該行為の存在又は内容を知ることができなかった場合」におい

て、「住民が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて監査請求をするに足りる

程度に当該行為の存在及び内容を知ることができたと解される時から相当な期間内に

監査請求をしたかどうかによって判断すべきものである」と示されている。（平成１

４年９月１２日最高裁判所判決） 

この判例については、個々の住民が主観的に知らなかったというだけでは「正当な

理由」とは認められず、また、「相当の注意力」とは、報道や広報誌等によって受動

的に知りうる情報だけに注意を払っていれば足りるものではなく、住民が常時誰でも

情報を閲覧することができる状態に置かれれば、住民が相当の注意力をもって調査す

れば客観的に知ることができたものと解されている。 

これらを踏まえ、本件請求についてみると、議員報酬条例の内容は常時誰でも県庁

ホームページ等で閲覧が可能であり、また、①及び②に関する招集旅費の議長等への

支給の事実等については、遅くとも令和２年５月１５日以降は誰でも開示請求等によ

り閲覧が可能であったことから、住民が相当の注意力をもって調査を尽くせばこれら

の情報について知ることができた場合に該当し、判例における「当該行為が秘密裡に

された場合」又は「住民が相当の注意力をもって調査を尽くしても客観的にみて監査

請求をするに足りる程度に当該行為の存在又は内容を知ることができなかった場合」

には該当しないと認められる。 

したがって、①及び②に関する招集旅費の議長等への支給に係る請求（請求人が過

払いであると主張し、独自の方法により算出した金額である５４，８００円に係るも

のをいう。）については、法第２４２条第２項ただし書は適用されないことから、住

民監査請求の要件を満たしていない。 

以上のことから、(3)の①及び②に関する招集旅費の議長等への支給に係る請求につい
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ては、住民監査請求の要件を満たしていないことから却下し、その余の請求（請求人が

過払いであると主張し、独自の方法により算出した金額である８５５，５５０円に係る

ものをいう。）については、請求人の主張はいずれも理由がないことから棄却する。 

７ 監査委員の意見 

  本県の近時の財政状況を見ると、新型コロナウイルスによる感染症対策や県経済の下

支え等により歳出予算が大幅に増加するとともに、県税収入が減少するなど、極めて厳

しい状況にあり、県の諸機関にあっては、あらゆる財務事務の執行について県民の理解

が得られるよう、最大限の努力をするとともに、説明責任を果たすことが重要である。 

   こうした状況において、監査委員としては、従来から、監査業務を通じて、関係機関

に対し、最少の経費で最大の効果が上げられるような予算や事務事業の執行を求めてい

るところである。 

   今回監査した費用弁償については、議会招集に応じるために必要な交通費、宿泊料、

通信費等あらゆる経費を含むものとして定額で支給することとされており、この定額方

式は、支給の迅速化や事務コストの抑制などの観点から合理性が認められ、判例も容認

しているが、実際に費消した額の多寡にかかわらず定額を支給するものであることか

ら、その趣旨が県民から見て分かりにくい面があることも否定できない。 

  こうした点を踏まえ、議会においては、議会招集に係る費用弁償のあり方について、

高速交通網や通信手段の発達その他の社会経済情勢や社会通念の変化等を勘案しなが

ら、県民の理解が十分に得られるよう、検証、検討に取り組むこととされたい。 

別紙 

請求人名簿 

No 氏    名 住      所 

１ 武波 義明 山口市朝田 2218番地 5 

２ 松林 俊治 山口市吉敷中東一丁目 9番 11号 

３ 津田 利明 岩国市桂町二丁目 2番 68号 

４ 小中 幹男 岩国市三笠町一丁目 5番 37号 

５ 井原 寿加子 岩国市今津町二丁目 17番 16号 

６ 稲生 慧 岩国市岩国四丁目 9番 8号 

７ 南部 博彦 岩国市平田六丁目 37番 21号 

 


